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○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
原水及び浄水費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 001
分割/統合

事業所管課 上下水道局浄水課

項 営業費用 連絡先 078-918-5068

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 原水及び浄水費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
配水量1㎥当たり

電力消費量(kWh/㎥)
取水から給水栓まで1㎥の水を送水するまでに要した電
力消費量を示す。総電力量/年間配水量で算出される。

令和9年度 kWh/㎥ 0.67　以下

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道施設を運転管理し、浄水処理をした上で安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①　水道施設(源井、取水場、浄水場、配水場等)の維持管理
 　　安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給するための処理設備の運転管理、設備の点検整備、薬品の補充、消耗品
　　 の交換等
　　　　令和6年度実績：計装設備点検ほか
　　　　令和7年度実績：計装設備点検ほか
　　　　令和8年度予定：計装設備点検ほか
②  水道施設の保全
　　 安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給するための保全工事
　　　　令和6年度実績：明石川浄水場ほか保全工事
　　　　令和7年度実績：明石川浄水場ほか保全工事
　　　　令和8年度予定：明石川浄水場ほか保全工事
③　水質管理
　 　安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給するための水質検査等
　　　　令和6年度実績：水質検査業務委託
　　　　令和7年度実績：水質検査業務委託
　　　　令和8年度予定：水質検査業務委託

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 1,416,456 73,592 1,490,048 0 0

3,057,414 0

07当初予算 1,511,508 73,240 1,584,748 0 0 1,584,748 0

06決算 2,987,239 70,175 3,057,414 0 0

1,490,048 0 再任用 0.00 その他 3.00

正規 6.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

1,651,010 0 任期付 1.00 合計 10.0008当初予算 1,576,020 74,990 1,651,010 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

修繕費 原浄水施設保全工事ほか
(269,100)

修繕費
278,575

動力費 原浄水施設電力料金
(470,000)

動力費

ポリ塩化アルミニウムほか
(135,500)

薬品費 ポリ塩化アルミニウムほか 137,583
99,979

委託料
浄水場運転管理包括業務委託
ほか

(594,700)
委託料

浄水場運転管理包括業務委託
ほか

646,229
599,589

原浄水施設保全工事ほか 287,200

原浄水施設電力料金

合計
(1,511,508)

合計 1,576,020
1,416,456

その他
旅費、手数料、備品・消耗品費
ほか

(30,748)
その他

旅費、手数料、備品・消耗品費
ほか

23,548
26,991

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

470,000
400,993

通信運搬費 テレメータ回線専用料ほか
(11,460)

通信運搬費 テレメータ回線専用料ほか 11,460
10,329

薬品費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-001 事務事業名 原水及び浄水費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

kWh/㎥ 0.67　以下

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

配水量1㎥当たり
電力消費量(kWh/㎥)

取水から給水栓まで1㎥の水を送水するまでに要
した電力消費量を示す。総電力量/年間配水量で
算出される。 0.61 0.54 0.54

令和9年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　水道事業経営戦略に従い、今後の人口の推移から水需要を予測し、自己水源(地下水･河川水)の状況を考慮しながら適正な受水計画を
確立する必要がある。
　また、安定的に安全な浄水処理が行われるよう、水道事業中期経営計画に基づき施設、設備の健全性を最適な手法で確保する。



-
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
受水費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 002
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課、浄水課

項 営業費用 連絡先 078-918-5064、078-918-5068

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 受水費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道用水供給事業者（兵庫県企業庁及び阪神水道企業団）から質・量ともに適切な水道水を受水し、安全・安心で安定した
水道水を供給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①兵庫県企業庁から県営水道の水道水（県水）を受水　【昭和63年度受水開始】
　令和6年度実績：受水量12,193,186ｍ3
　令和7年度実績：受水量11,868,028ｍ3
　令和8年度予定：受水量12,909,500ｍ3

②阪神水道企業団から阪神水道の水道水（阪水）を受水　【令和7年度受水開始】
　令和7年度実績：3,575,700ｍ3【新規受水】
　令和8年度予定：3,679,200ｍ3

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 1,913,384 0 1,913,384 0 0

0 0

07当初予算 1,994,812 0 1,994,812 0 0 1,994,812 0

06決算 0 0 0 0 0

1,913,384 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

1,982,962 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 1,982,962 0 1,982,962 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

阪水用水料金
阪神水道企業団用水供給事業
からの受水費

(376,828)
阪水用水料金

372,551

県水用水料金
兵庫県水道用水供給事業から
の受水費

(1,617,984)
県水用水料金

兵庫県水道用水供給事業から
の受水費

1,606,134
1,540,833

阪神水道企業団用水供給事業
からの受水費

376,828

合計
(1,994,812)

合計 1,982,962
1,913,384

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-002 事務事業名 受水費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
　適切な水需要予測と水源バランス（自己水源と用水受水）に基づいて、必要とする水量の用水受水を行った。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後も、給水人口などに基づく水需要予測や自己水源と用水受水との水源バランスを適切に考慮した上で、必要となる水量の用水受水
を行っていく。



-
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○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
配水及び給水費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 003
分割/統合

事業所管課 上下水道局営業課、水道維持保全課

項 営業費用 連絡先 078-918-5084、078-918-5211

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 配水及び給水費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

有収率
浄水場で生産された水のうち収益になった水量の割
合。

- ％ 95.0　以上

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
(1)配水事業…配水場から給水装置までの配水管等を適切に維持管理し、安全・安心な水道水を安定して供給する。
(2)給水事業…給水装置が構造・材質基準に適合しているかの審査及び検査並びに指定給水装置工事事業者の指定を適正
に行い、安全・安心な水道水を安定して供給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

（１）配水事業
①  漏水音聴調査（令和6年度：調査延長270.9㎞・漏水発見92箇所、令和7年度：調査延長208.1km・漏水発見見込152箇所、
　　 令和8年度予定：調査延長232.6km・漏水発見見込90箇所）
②　道路上の漏水修繕等（令和6年度：796箇所、令和7年度：781箇所、令和8年度予定：800箇所）
③　給水管切替工事（令和6年度：145件、令和7年度：196件、令和8年度予定：150件）
④　管路図（マッピング）の更新に伴う関係部署との協議をし、更新、図面等の作成（令和6年度：2,285万円、令和7年度：2,563万円、
　　 令和8年度予定：2,940万円）
　
（２）給水事業
①　給水装置工事申込書の受付、審査（令和6年度：2,337件、令和7年度：2,457件、令和8年度予定：2,400件）
②　給水装置工事完了後の竣工検査（令和6年度：1,191件、令和7年度：1,276件、令和8年度予定：1,300件）
③　指定給水装置工事事業者の指定（令和6年度：16件、令和7年度：18件、令和8年度予定：20件）
④　指定給水装置工事事業者の更新（令和6年度：71件、令和7年度：61件、令和8年度予定：40件）
⑤  水道メーターの検定満期に伴う取替、修理。検定満期取替件数（令和6年度：23,386個、令和7年度：21,513個、
　　 令和8年度予定：25,000個）

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 854,824 133,318 988,142 0 0

892,047 43,774

07当初予算 815,301 146,130 961,431 0 0 912,031 49,400

06決算 783,829 151,992 935,821 0 0

932,952 55,190 再任用 4.00 その他 0.00

正規 12.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

946,255 72,400 任期付 4.00 合計 20.0008当初予算 870,065 148,590 1,018,655 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

修繕費
消火栓、給水管、水道メーター
ほか

(188,700)
修繕費

195,361

備消品費
積算図書等の書籍、作業用及び
事務用消耗品ほか

(4,000)
備消品費

修繕工事用材料ほか
(2,000)

材料費 修繕工事用材料ほか 1,500
2,070

委託料
公道等漏水修繕及び舗装復旧、漏
水調査等の各種業務委託料

(616,431)
委託料

公道等漏水修繕及び舗装復旧、漏
水調査等の各種業務委託料

656,278
651,652

消火栓、給水管、水道メーター
ほか

204,700

積算図書等の書籍、作業用及び
事務用消耗品ほか

合計
(815,301)

合計 870,065
854,824

その他 旅費、通信運搬費、負担金ほか
(2,882)

その他 旅費、通信運搬費、負担金ほか 3,215
2,196

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

3,150
2,778

燃料費 自動車用燃料ほか
(1,288)

燃料費 自動車用燃料ほか 1,222
767

材料費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-003 事務事業名 配水及び給水費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 95.0　以上

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

有収率

浄水場で生産された水のうち収益になった水量
の割合。
年間有収水量/年間配水量で算出される。 93.6 93.9 95.0

-

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
（１）配水事業
①早期の漏水発見・早期修繕により、現状の有収率を維持、向上できるよう努めていく。
②緊急時における対応力の向上を図るため、危機管理マニュアルのより一層の充実を図る。
③職員数が減員していく状況にあって、現状レベルの配水事業を維持するために、所属職員の研修参加機会を増やし、技術水準・意識水
準の強化、向上を図っていく。

（２）給水事業
　貯水槽水道の適正な管理及び直結給水への切り替えの推進について、設置者や使用者の指導・助言に加え、積極的な情報提供や啓発
に努め、安全・安心な水道水の安定供給を図っていく。



-

5

○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
受託工事費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 004
分割/統合

事業所管課 上下水道局浄水課、水道工務課

項 営業費用 連絡先 078-918-5068、078-918-5257

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 受託工事費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
第三者の工事等が起因となり発生する、導送配水管布設（移設）工事及び布設（移設）工事に伴う給水管切替工事を原因者
の適正な費用負担によって、水道事業が受託工事として行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

導送配水管布設（移設）工事
　令和6年度実績：清水新池堤体改修に伴う導水管移設工事ほか
　令和7年度実績：なし
　令和8年度予定：なし

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 7,434 7,434 0 0

25,897 0

07当初予算 0 9,560 9,560 0 0 9,560 0

06決算 17,064 8,833 25,897 0 0

7,434 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

8,240 0 任期付 0.00 合計 1.0008当初予算 0 8,240 8,240 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計
(0)

合計 0
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-004 事務事業名 受託工事費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
　他事業で行う水道工事を水道事業が受託して行うことにより、水道事業監督員の指導のもと、明石市水道事業としての施工基準が遵守
され、より高い品質が確保出来るものである。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　老朽管の更新、新設管の拡張とは異なり、相手方からの依頼により発生する工事であり、水道事業が主体的に計画して行う事業ではな
いが、品質確保といった観点からは必要であり、今後も可能な範囲で受託を行うものである。



-

5

○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
業務費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 005
分割/統合

事業所管課 上下水道局営業課

項 営業費用 連絡先 078-918-5084

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 業務費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

現年度収納率 収入額÷調定額（現年度分） 令和8年度 ％ 90.9　以上

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
収納業務等を効果的に実施することにより水道料金収入を確保し、健全な事業経営を目指す。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

過年度収納率 収入額÷調定額（滞納繰越分） 令和8年度 ％ 98.4　以上

①　水道料金の調定、収納
②　水道使用者からの給水申込、使用中止届の受付に伴う開栓及び中止精算
③　水道料金の減免対象者（ひとり暮らし高齢者）の調査、認定
④　水道料金の滞納者に対する徴収、整理
⑤　水道料金の重複支払等における過誤納金の充当、還付
⑥　漏水に伴う水量の認定
⑦　工事用前納金の充当、還付
⑧　水道メーターの随時取替、取付

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 311,652 45,617 357,269 0 0

295,709 43,553

07当初予算 319,087 55,830 374,917 0 0 329,747 45,170

06決算 309,308 29,954 339,262 0 0

313,193 44,076 再任用 0.00 その他 0.00

正規 4.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

352,847 77,119 任期付 3.00 合計 7.0008当初予算 382,346 47,620 429,966 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

印刷製本費 口座振替申込書ほか
(920)

印刷製本費
541

備消品費
量水器閉栓プラグ、事務用消耗
品ほか

(822)
備消品費

料金口座振替手数料ほか
(9,910)

手数料 料金口座振替手数料ほか 10,113
9,076

委託料
検針・収納・電算処理等包括業
務ほか

(303,183)
委託料

検針・収納・電算処理等包括業
務ほか

366,933
299,444

口座振替申込書ほか 500

量水器閉栓プラグ、事務用消耗
品ほか

合計
(319,087)

合計 382,346
311,652

その他 旅費、通信運搬費、賃借料ほか
(452)

その他 旅費、通信運搬費、賃借料ほか 678
410

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

922
386

貸倒引当金繰
入額

貸倒引当金への繰入額
(3,800) 貸倒引当金繰

入額
貸倒引当金への繰入額 3,200

1,795

手数料



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-005 事務事業名 業務費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 90.9　以上

過年度収納率
収入額÷調定額（滞納繰越分）

98.3 98.3

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

現年度収納率
収入額÷調定額（現年度分）

90.8 91.1 90.9

令和8年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

98.4

令和8年度 ％ 98.4　以上

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　経営基盤の安定的な維持に不可欠な財源である水道料金の収納業務を、効果的に実施し収納率向上を目指すとともに、お客様満足度
のアップに向けより便利で経済的なサービスを検討していく。



-

31

○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
総係費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 006
分割/統合

事業所管課 上下水道局総務課、水道経営課

項 営業費用 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 総係費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

経常収支比率
収益性を見る最も代表的な指標で、基本的に単年度収支の黒字(100%以上)が求められるも
の。[(営業収益＋営業外収益)÷(営業費用＋営業外費用)]×100 令和8年度 ％ 100　以上

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
・職員の水道技術知識の向上、危機管理体制強化、経営基盤強化による安定給水を図る。
・市民の水道水への関心を高め、理解を深める。
・職員の福利厚生、安全衛生を充実させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

料金回収率
給水に要する費用が、どの程度給水収益で賄えているかを示した指標であり、料金水準等を評
価することが可能となるもの。（供給単価÷給水原価）×100 令和8年度 ％ 100　以上

①  水道事業の予算決算及び出納事務
②  次期水道事業経営戦略の策定
   　【実施内容】　令和7年度　経営基盤の強化及び次期水道事業経営戦略策定に向けた審議会を開催
　　　　　　　　　　　令和8年度　次期水道事業経営戦略を策定、広報紙の作成・配布、説明会の実施など（予定）
③　事業の経営計画の進捗管理等
　　　【実施内容】 令和3年度～令和8年度　水道事業中期経営計画に基づく進捗管理
④  日本水道協会関連の連絡調整及び研修会への派遣
　   【受講実績】　令和6年度　24種　46人　延57日、令和7年度　14種　26人　延51日、令和8年度　26種　33人　延71日（予定）
⑤  危機管理マニュアルの策定、緊急時応援体制の充実
 　　【実施内容】　危機管理マニュアルの見直し、相互応援協定による水道災害に備えた実務訓練参加
⑥  水道事業のPR
　　 【実施内容】　ホームページの更新事務、「水道週間」及び「水の週間」に実施する小学校4年生を対象とした啓発など
⑦　職員の労務管理、健康管理、福利厚生、安全衛生に関する事務（健康診断実施、職場巡視）
　   【実施内容】　 安全衛生委員会開催　令和6年度　12回（内4回は書面）、令和7年度　12回（内3回は書面)、令和8年度　12回（予定）
　　　　　　　　　　　  「職場でできる健康体操」の実施　令和6年度　1回
　　　　　　　　　　　　「加齢に伴う体の衰えやすさの予習と対策（講義と体操)」の実施　令和7年度　1回
　　　　　　　　　　　 安全運転講習会等の実施　令和8年度　1回（予定）
⑧ 公用車の管理（車両総合管理業務として取り扱う公用車の車検等維持管理）
　   【管理台数】　令和6年度　24台、令和7年度　24台、令和8年度　24台（予定）
⑨　野々池貯水池の跡地利用の検討
　　 【事業内容】　令和7年度　野々池貯水池の跡地利用の方向性を検討⇒令和8年度に繰り越し

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 68,617 152,151 220,768 0 0

187,144 3,083

07当初予算 104,581 186,993 291,574 0 0 286,540 5,034

06決算 63,497 126,730 190,227 0 0

216,841 3,927 再任用 0.00 その他 0.00

正規 10.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

229,413 5,316 任期付 4.00 合計 14.0008当初予算 62,693 172,036 234,729 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
車両総合管理業務、集配金業務、水
道事業経営戦略策定等業務ほか

(50,546)
委託料

24,456

負担金
庁舎維持管理、契約及び工事検
査業務負担金ほか

(36,145)
負担金

企業会計システムデータセン
ター使用料ほか

(2,900)
賃借料

企業会計システムデータセン
ター使用料ほか

2,893
2,706

備消品費
水道事業ＰＲ資材、事務用品ほ
か

(2,237)
備消品費

水道事業ＰＲ資材、事務用品ほ
か

2,016
1,586

車両総合管理業務、集配金業務、水
道事業経営戦略策定等業務ほか

10,332

庁舎維持管理、契約及び工事検
査業務負担金ほか

合計
(104,581)

合計 62,693
68,617

その他
旅費、研修費、厚生費、印刷製
本費ほか

(10,230)
その他

旅費、研修費、厚生費、印刷製
本費ほか

12,143
5,625

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

32,736
31,790

保険料 自賠責保険、建物損害共済ほか
(2,523)

保険料 自賠責保険、建物損害共済ほか 2,573
2,454

賃借料



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-006 事務事業名 総係費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100　以上

料金回収率

給水に要する費用が、どの程度給水収益で賄え
ているかを示した指標であり、料金水準等を評価
することが可能となるもの。（供給単価÷給水原
価）×100 91.6 84.8

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

経常収支比率

収益性を見る最も代表的な指標で、基本的に単
年度収支の黒字(100%以上)が求められるもの。
[(営業収益＋営業外収益)÷(営業費用＋営業外
費用)]×100 100.1 94.1 87.5

令和8年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

77.7

令和8年度 ％ 100　以上

指標で表せない成果
・安全衛生委員会の定期開催（令和7年度　12回開催）、職員の健康の保持増進及び健康障害の防止を図るため、「加齢に伴う体の衰え
やすさの予習と対策（講義と体操)」など、局独自の取組を進めながら職員の意識等の向上を図った。
・県内水道事業体で実施する「応急給水実務訓練」及び「情報伝達訓練」に参画し、情報連絡体制の整備や相互応援の準備等について情
報共有するなど、危機管理に関する意識の向上を図った。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　水道事業は、水道法において原則として市町村が経営するものとされており、市が本来行う事務である。また、ライフラインとしての役割
を果たすため、安定給水を行う上での危機管理はもちろんのこと、持続可能な経営を行っていくため、計画的に事業を実施していく必要が
ある。
　水道事業の経営については、健全性確保とともに、より長期的な事業運営方針を示すため、平成29年3月に明石市水道事業経営戦略
（平成29年度～令和8年度）を策定し、その実施計画である明石市水道事業中期経営計画（令和3年度～令和8年度）を令和3年3月に策定
しており、当該水道事業経営戦略及び水道事業中期経営計画に基づき、事業を進めている。
　今後においても、当該水道事業経営戦略及び水道事業中期経営計画に基づく取組をさらに推進し、安全・安心な水道水の安定した供給
と水道利用者サービスの向上を目指す。
　また令和8年3月、「明石市上下水道事業経営審議会」より、新たな管路更新基準や更なる施設統廃合などの事業改善策、令和9年度の
料金改定実施などの経営基盤強化策などが答申された。令和8年度においては、この答申を尊重しつつ、市長部局とも適宜協議、調整を
図りながら、市民や議会などへ積極的に情報提供していくとともに、丁寧な説明を尽くしていくことで、水道事業の現状と将来の事業展開方
針への理解が深まっていくように努める。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
減価償却費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 007
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 営業費用 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則
明石市水道事業会計規程

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 減価償却費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道事業が所有する固定資産に係る減価償却費を地方公営企業法施行規則に従い、適正に費用計上すること。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

有形固定資産減価償却
費

毎事業年度、地方公営企業法施行規則により、水道事業が所
有する有形固定資産の減価償却

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 1,603,512 0 1,603,512 0 0

1,576,525 0

07当初予算 1,639,000 0 1,639,000 0 0 1,639,000 0

06決算 1,576,525 0 1,576,525 0 0

1,603,512 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

1,650,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 1,650,000 0 1,650,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

無形固定資産
減価償却費

施設利用権に係る減価償却費
(13,000) 無形固定資産

減価償却費12,697

有形固定資産
減価償却費

水道施設に係る減価償却費
(1,626,000) 有形固定資産

減価償却費
水道施設に係る減価償却費 1,629,000

1,590,815

施設利用権に係る減価償却費 21,000

合計
(1,639,000)

合計 1,650,000
1,603,512

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

1,571,587,370
円

1,590,814,756
円

1,629,000,000
円

無形固定資産減価償却
費

毎事業年度、地方公営企業法施行規則により、水道事業が所
有する無形固定資産の減価償却

4,937,287円 12,697,287円 21,000,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-007 事務事業名 減価償却費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　将来的には水道施設の更新費用の増大により、減価償却費が増加する見込みである。
　令和3年3月に策定した水道事業中期経営計画（令和3年度～令和8年度）に基づく設備投資に伴う減価償却を適正に行う。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
資産減耗費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 008
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 営業費用 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則
明石市水道事業会計規程

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 資産減耗費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
事業を行う上で使用不能となった又は価値の減少した固定資産及び貯蔵品を廃棄処分する等により、固定資産の管理の適
正化を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

固定資産除却費 固定資産の廃棄・撤去処分により発生する、除却費（残存価
額及び撤去経費）の費用計上

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 34,075 0 34,075 0 0

58,125 0

07当初予算 87,500 0 87,500 0 0 87,500 0

06決算 58,125 0 58,125 0 0

34,075 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

87,200 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 87,200 0 87,200 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

たな卸資産減
耗費

貯蔵品の減耗費
(200) たな卸資産減

耗費30

固定資産除却
費

固定資産の除却費
(87,300) 固定資産除却

費
固定資産の除却費 87,000

34,045

貯蔵品の減耗費 200

合計
(87,500)

合計 87,200
34,075

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

58,119,528円 34,044,082円 87,000,000円

たな卸資産減耗費 貯蔵品に分類される資産（管・弁栓類）が変質又は滅失したこ
とにより価値が減少したものに係るその相当分の費用計上

5,600円 29,878円 200,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-008 事務事業名 資産減耗費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　事業を行う上で不要となった固定資産を廃棄処分することなどにより固定資産の適正な管理を図る。
　令和3年3月に策定した水道事業中期経営計画（令和3年度～令和8年度）に基づく設備投資に伴う除却等を行う。
　また、魚住浄水場の再整備期間中（令和4年度～令和8年度(予定)）は、当該浄水場における老朽化した設備等の更新を集中的に行うた
め、平均的な水準以上の廃棄費用を見込んでいる。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
その他営業費用

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 009
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 営業費用 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則
明石市水道事業会計規程

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 その他営業費用 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
使用不能となった貯蔵品を売却したときの原価を計上することにより、売却収益との対応額を明らかにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

材料売却原価 貯蔵品を売却したときの売却収益との対応額を明らかにする
ための原価計上

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 500 0 500 0 0 500 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

500 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 500 0 500 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

材料売却原価 貯蔵品を売却したときの原価
(500)

材料売却原価 貯蔵品を売却したときの原価 500
0

合計
(500)

合計 500
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

0円 0円 500,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-009 事務事業名 その他営業費用

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後も貯蔵品の適正な管理に努める。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
支払利息及び企業債取扱諸費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 010
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 営業外費用 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則
明石市水道事業会計規程

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 支払利息及び企業債取扱諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
給水収益(税抜)に対する

企業債利息の割合
企業債利息÷給水収益×100 令和8年度 ％ 3.1　以下

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
建設改良費の財源として借り入れた企業債に対する利息について、後年度負担などを鑑み、建設改良費を精査することに
よって借入額を抑制し、支払額の逓減を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

企業債利息 前年度以前に借り入れた企業債の利息の支払

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 131,375 0 131,375 0 0

116,240 0

07当初予算 214,000 0 214,000 0 0 214,000 0

06決算 116,240 0 116,240 0 0

131,375 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

236,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 236,000 0 236,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

企業債利息 企業債に対する利息
(214,000)

企業債利息 企業債に対する利息 236,000
131,375

合計
(214,000)

合計 236,000
131,375

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

116,239,636円 131,375,227円 236,000,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-010 事務事業名 支払利息及び企業債取扱諸費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 3.1　以下

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

給水収益(税抜)に対する
企業債利息の割合

企業債利息÷給水収益×100
2.3 2.6 5.3

令和8年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後、魚住浄水場再整備や高度成長期に整備した水道管など老朽化した水道施設の更新費用が増大し、その更新財源として企業債の
残高が上昇していくことが見込まれるため、結果的に支払利息は増加していく見込みである。



-
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
消費税及び地方消費税

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 011
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 営業外費用 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法、消費税法、消費税法施行令、
消費税法施行規則ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 消費税及び地方消費税 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
消費税額及び地方消費税額を適正に算出し、納税する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税の納税

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 80,000 0 80,000 0 0 80,000 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

40,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 40,000 0 40,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

消費税及び地
方消費税

水道事業に係る消費税及び地
方消費税

(80,000) 消費税及び地
方消費税

水道事業に係る消費税及び地
方消費税

40,000
0

合計
(80,000)

合計 40,000
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

0円 0円 40,000,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-011 事務事業名 消費税及び地方消費税

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
　適正に消費税及び地方消費税に係る会計処理、税務申告と納税を実施した。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　地方公営企業法・消費税法等に基づく会計処理、税務申告と納税を適正に行う。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
固定資産売却損

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 012
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 特別損失 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則
明石市水道事業会計規程

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 固定資産売却損 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
使用不能となった固定資産のうち、量水器等の売却可能な資産を売却することにより、固定資産の管理の適正化を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

固定資産売却損 資産（量水器、車両等）を売却する際に、売却価格が帳簿価額
（残存価額）より少ない場合に、その差額の費用計上

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 3,817 0 3,817 0 0

0 0

07当初予算 1,100 0 1,100 0 0 1,100 0

06決算 0 0 0 0 0

3,817 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

1,100 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 1,100 0 1,100 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

固定資産売却
損

不用給水タンク売却損ほか
(1,100) 固定資産売却

損
量水器売却損ほか 1,100

3,817

合計
(1,100)

合計 1,100
3,817

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

0円 3,817,126円 1,100,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-012 事務事業名 固定資産売却損

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
　適正に固定資産売却損を計上した。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　令和3年3月に策定した水道事業中期経営計画（令和3年度～令和8年度）に基づく設備投資を行い、その結果、売却可能な固定資産を
売却する。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
過年度損益修正損

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 013
分割/統合

事業所管課 上下水道局営業課

項 特別損失 連絡先 078-918-5084

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 過年度損益修正損 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
当年度の経常的経費から除外すべき前年度以前の費用について当年度で修正を行うため、適正な特別損失を計上する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①　過年度水道料金の減額更正
②　工事中止による過年度施設分担金等の還付処理

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 4,569 0 4,569 0 0

2,083 0

07当初予算 5,300 0 5,300 0 0 5,300 0

06決算 2,083 0 2,083 0 0

4,569 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

4,310 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 4,310 0 4,310 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

過年度損益修
正損

過年度水道料金の調定減額ほ
か

(5,300) 過年度損益修
正損

過年度水道料金の調定減額ほ
か

4,310
4,569

合計
(5,300)

合計 4,310
4,569

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-013 事務事業名 過年度損益修正損

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　水道料金等について、過年度の減額更正等を行うことにより、適正な経理を行う。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
予備費（損益勘定）

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 014
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 予備費 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行令
明石市水道事業会計規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 予備費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予定外の要因により発生又は予算超過する収益的支出に対し、準備しておくためのもの。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

予備費

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 10,000 0 10,000 0 0 10,000 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

10,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 10,000 0 10,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

予備費 収益的収支予算の予備費
(10,000)

予備費 収益的収支予算の予備費 10,000
0

合計
(10,000)

合計 10,000
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

0円 0円 10,000,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-014 事務事業名 予備費（損益勘定）

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　引き続き、必要に応じて適正に実施していく。



-
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○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
第４次整備事業費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 015
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道工務課、浄水課

項 建設改良費 連絡先 078-918-5257、078-918-5068

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 第４次整備事業費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和

関
連
予
算
科
目

目標値
神戸市連絡管

布設工事進捗率
明石市東部配水場と神戸市西垂水第2高層配水場を結ぶφ450mmの連絡管約5.5kmを令和5
年度～令和12年度までの8年間で布設する。 令和12年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道施設の施設整備及び機能強化を図ることにより、 安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①　水道施設(源井、取水場、浄水場、配水場等）の整備工事
　   安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給するための浄水場等の運転操作設備、計装設備、中央監視制御設備の
　　 工事
　　　　令和6年度実績：魚住浄水場設備更新工事（２期工事）ほか
　　　　令和7年度実績：東部配水場ほか受水設備工事（２期工事）
　　　　令和8年度予定：魚住浄水場設備更新工事（３期工事）ほか

②　導水管、送水管、配水管の整備工事
　 　安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給するための導水管、送水管、配水管の整備
　　　　令和6年度実績：明石川・鳥羽浄水場連絡管布設工事(その3)ほか
　　　　令和7年度実績：神戸市連絡管布設(その2)工事ほか
　　　　令和8年度予定：大久保町大窪地内配水管布設(その1)工事ほか
　
③　上下水道庁舎の整備
　　 市役所新庁舎の整備に合わせ、事業の拠点となる上下水道庁舎を明石川浄水場内に整備する。
　　 上下水道庁舎概要：RC造 2階建　延床面積：約1,900㎡　　供用開始：令和9年度予定
　　　　令和6年度～令和7年度（繰越）：（仮称）上下水道庁舎建設実施設計委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水道事業：18,298千円　下水道事業：15,587千円　　計：33,885千円)(実績）
　　　　令和8年度予定：（仮称）上下水道庁舎建設工事　（水道事業：329,630千円　下水道事業：166,410千円　  計：　496,040千円）
　　　　令和9年度予定（債務負担行為設定）
　　　　　　　　　　　　　　：（仮称）上下水道庁舎建設工事　（水道事業：617,570千円　下水道事業：389,590千円　　計：1,007,160千円）

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 797,166 0 797,166 0 489,100

384,144 436,731

07当初予算 1,787,849 0 1,787,849 0 1,571,100 54,499 162,250

06決算 1,953,275 0 1,953,275 0 1,132,400

140,832 167,234 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

57,127 125,000 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 1,682,327 0 1,682,327 0 1,500,200

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

配水施設費 水道管布設工事ほか
(510,654)

管路施設費
536,842

委託料 水道施設更新設計業務ほか
(90,365)

委託料

工事にかかる諸経費
(400)

事業諸費 工事にかかる諸経費 400
51

原浄水施設費
水道施設・設備の新設及び更新
工事

(1,165,230)
原浄水施設費

水道施設・設備の新設及び更新
工事

942,800
199,210

水道管布設工事ほか 360,553

水道施設更新設計業務ほか

合計
(1,787,849)

合計 1,682,327
797,166

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

48,944
61,063

庁舎等施設費 (仮称)上下水道庁舎建設工事
(21,200)

庁舎等施設費 (仮称)上下水道庁舎建設工事 329,630
0

事業諸費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-015 事務事業名 第４次整備事業費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

神戸市連絡管
布設工事進捗率

明石市東部配水場と神戸市西垂水第2高層配水
場を結ぶφ450mmの連絡管約5.5kmを令和5年度
～令和12年度までの8年間で布設する。 16 27 27

令和12年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後水需要は減少傾向を見込んでおり、自己水源(地下水･河川水)の状況を考慮しながら、いつでも安定して安全・安心な水道水を供給
できるよう、施設の整備及び機能の強化を実施する。



-

4

○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
老朽管整備事業費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 016
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道工務課

項 建設改良費 連絡先 078-918-5257

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 老朽管整備事業費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値

老朽管整備計画達成率
令和4年度に見直しを行った老朽管更新計画に則り、令和5年
度から令和9年度の5年間で、計画目標の約22kmを更新。

令和9年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
石綿管・ビニル管・普通鋳鉄管など法定耐用年数を経過した水道管を耐震管に更新することにより、漏水事故や濁水の発生
を抑制するとともに、耐震性の向上を目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

　令和6年度からの県水増量受水、令和7年度からの阪神水道企業団新規受水に向けて、多額の費用を必要とする大規模な連絡管整備
が生じる。そのために現在の平成29年度から令和8年度までを目標年度とした老朽管更新計画の見直しを図り、令和5年度から5年間の更
新計画を作成した。本計画では国が発表した実耐用年数に基づく更新基準の設定例を参考とし、有事の際の影響範囲及び近年の漏水等
を考慮し、更新の優先順位を決定しながら昭和43年以前に布設された比較的強度が弱いとされる鋳鉄管、初期ダクタイル鋳鉄管、昭和49
年以前に布設された塩化ビニル管を中心に約22kmを更新するものである。

　令和6年度更新実績　　　　4.12km　給水管切替件数（244件）
　令和7年度更新実績　　　　5.41km　給水管切替件数（373件）
　令和8年度更新予定　　　　4.97km　給水管切替件数（361件）

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 966,136 0 966,136 0 561,800

204,208 35,990

07当初予算 970,447 0 970,447 0 549,900 372,947 47,600

06決算 543,998 0 543,998 0 303,800

363,494 40,842 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

505,565 47,600 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 1,314,065 0 1,314,065 0 760,900

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料 配水管等布設替設計委託費
(27,887)

委託料
7,004

事業諸費 工事にかかる補償費、諸経費
(500)

事業諸費

配水施設費 老朽水道管布設替工事
(942,060)

管路施設費 老朽水道管布設替工事 1,298,000
959,132

配水管等布設替設計委託費 15,565

工事にかかる補償費、諸経費

合計
(970,447)

合計 1,314,065
966,136

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

500
0



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-016 事務事業名 老朽管整備事業費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

老朽管整備計画達成率

令和4年度に見直しを行った老朽管更新計画に
則り、令和5年度から令和9年度の5年間で、計画
目標の約22kmを更新。 37 61 84

令和9年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
　近年発生している本管漏水のほとんどが、この事業における更新対象の管路であることから、この事業を行うことにより、本管漏水発生
件数が抑制されているものと考えられる。
　また、事業を進めていくことにより本管漏水件数は減少していくことが予想される。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　令和5年度から令和9年度の5年間の老朽管更新計画に基づき、老朽度、重要度を精査し、優先度を検討し、更新を行っていく。
　今後は上下水道事業経営審議会で決定した更新方針をもとに、新たな老朽管更新計画を策定し、老朽管の更新をすすめていく必要があ
る。



-

5

○

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
建設改良事業費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 017
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道維持保全課、水道工務課、浄水課

項 建設改良費 連絡先 078-918-5211、078-918-5257、078-918-5068

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 建設改良事業費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

経年化設備率
経年化年数を超えている電気・機械設備数÷電気・機
械設備の総数×100

令和9年度 ％ 49.3 以下

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道施設を改築更新し、機能維持を図ることにより、安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①　水道施設（源井、取水場、浄水場、配水場等）の改築更新の実施
　　 安定した水量を確保し、安全・安心な水道水を安定して供給するための老朽化した施設の改築
　　　　 令和6年度実績：東部配水場配水ポンプ設備機械工事ほか
　　　　 令和7年度実績：船上浄化センター水圧・残塩監視所電気工事ほか
　　　　 令和8年度予定：中部配水場ＰＣ1号配水池屋上防水改修工事ほか
　
②　導水管、送水管、配水管の布設替・移設工事
　 　源井からの安定した取水を目的とし、耐震性の低い導水管を更新するほか、他事業の円滑な推進に寄与し、
　　 安全・安心な水道水を安定して供給するための他事業からの依頼による導水管、送水管、配水管の移設
　　　　令和6年度実績：魚住浄水場第1源井ほか導水管布設替工事
　　　　令和7年度実績：魚住浄水場第15源井導水管布設替工事ほか
　　　　令和8年度予定：和坂稲荷町地内配水管移設工事ほか

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 141,308 0 141,308 0 0

357,415 0

07当初予算 152,088 0 152,088 0 0 152,088 0

06決算 357,415 0 357,415 0 0

141,308 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

296,657 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 296,657 0 296,657 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

配水施設費 水道管布設替・移設工事
(32,300)

管路施設費
23,278

委託料 水道施設更新設計業務
(14,188)

委託料

原浄水施設費 水道施設・設備改良工事
(105,600)

原浄水施設費 水道施設・設備改良工事 182,000
94,999

水道管布設替・移設工事 32,100

水道施設更新設計業務

合計
(152,088)

合計 296,657
141,308

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

82,557
23,031



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-017 事務事業名 建設改良事業費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 49.3 以下

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

経年化設備率

経年化年数を超えている電気・機械設備数÷電
気・機械設備の総数×100

53.4 52.5 52.8

令和9年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後水需要は減少傾向を見込んでおり、自己水源（地下水・河川水）の状況を考慮しながら、いつでも安定して安全・安心な水道水を供
給できるよう、施設の機能、性能を維持する。



-

31

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
固定資産購入費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 018
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課、営業課、水道維持保全課

項 建設改良費 連絡先 078-918-5064、078-918-5084、078-918-5211

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、計量法、明石市水道条
例、明石市水道事業会計規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 固定資産購入費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道事業用に供するメーターなど、工事で取得するものを除く固定資産を購入する。
水道事業が所有する公用車の計画的な年次更新を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①　水道メーターの検定満期に伴う取替、新規給水申込み等に対応するための水道メーターの購入
　　　　令和6年度実績   口径　20㎜～150㎜（5,078個）
　　　　令和7年度実績   口径　20㎜～75㎜（3,010個）
　　　　令和8年度予定   口径　13㎜～150㎜（6,991個）

②　耐用年数1年以上で取得価額10万円以上の工具器具及び備品・車両運搬具の購入
　　　　令和6年度実績　挿入式流速流方向計（1,991千円）
　　　　令和7年度実績　軽自動車の更新　1台（1,561千円）
　　　　　　　　　　　　　　 給水タンク車（2,800L）の更新　1台（22,880千円）⇒令和8年度に繰り越し
　　　　令和8年度予定　軽自動車の更新　2台
　　　　　　　　　　　　　　 給水タンク車（2,800L）の更新　1台（22,880千円）
　
③　阪神水道企業団への加入費用（令和6年度、令和7年度）のうち、分賦金相当額を無形固定資産の施設利用権として計上
　　　　令和6年度実績　387,900,000円
　　　　令和7年度実績　351,177,466円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 364,728 0 364,728 0 0

417,777 0

07当初予算 434,680 0 434,680 0 0 434,680 0

06決算 417,777 0 417,777 0 0

364,728 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

67,873 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 67,873 0 67,873 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

工具器具及び
備品購入費

備品購入
(0) 工具器具及び

備品購入費0

車両運搬具購
入費

車両更新（軽自動車）
(24,630) 車両運搬具購

入費

施設利用権（阪神水道企業団への
加入費用（分賦金相当分））

(390,000)

351,077

量水器購入費 水道メーターの購入費
(20,050)

量水器購入費 水道メーターの購入費 61,000
12,090

備品購入 4,000

車両更新（軽自動車）

合計
(434,680)

合計 67,873
364,728

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

2,873
1,561

無形固定資産
購入費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-018 事務事業名 固定資産購入費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　水道メーターについては、計量法により検定証印の付された水道メーター（特定計量器）を利用しなければならない。また、料金算定の基
礎となる使用水量を適正に計量することは、使用者の信頼確保のために必要不可欠である。
　料金算定の基礎となる使用水量を適正に計算できており、有効性も高い。



-
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
事務費

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 019
分割/統合

事業所管課 上下水道局総務課、水道工務課、浄水課

項 建設改良費 連絡先 078-918-5064、078-918-5257、078-918-5068

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 事務費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道施設の整備、拡充等に従事する職員が建設改良工事について、適正な設計、工事監理等による水道施設の整備更新
を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

人件費 第４次整備事業、老朽管整備事業、建設改良事業にかかる人
件費

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 118 101,700 101,818 0 0

86,895 0

07当初予算 400 114,810 115,210 0 0 115,210 0

06決算 648 86,247 86,895 0 0

101,818 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 12.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

126,360 0 任期付 1.00 合計 13.0008当初予算 260 126,100 126,360 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
工事に係る工場検査、現地打ち
合わせほか

(400)
旅費

工事に係る工場検査、現地打ち
合わせほか

260
118

合計
(400)

合計 260
118

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

86,247,021円 101,699,872円 126,100,000円

旅費 第４次整備事業、老朽管整備事業、建設改良事業にかかる旅
費

647,940円 118,170円 260,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-019 事務事業名 事務費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　水道施設の整備・拡充等に従事する職員の適正な配置に努め、水道施設の計画的な整備・更新に取り組む。



-
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
企業債償還金

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 020
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 企業債償還金 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法、地方公営企業法施行令ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 企業債償還金 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
企業債残高

対給水収益比率
給水収益(税抜)に対する企業債残高の割合で、企業債残高の
規模を表す指標。（企業債現在高合計÷給水収益）×100

令和8年度 ％ 255.8　以下

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
多額の経費が見込まれる水道施設の整備、更新に備え、企業債の計画的な借り入れ及び償還を行うことで経営の健全性を
確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

企業債債務
償還可能年数

独立採算原則に基づく経営による償還原資の確保の観点から、企業単体での債務償還能力を
表す指標。｛実質債務残高÷基準外繰入前償還キャッシュ（直近３年平均）｝ 令和8年度 年 30　以下

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

企業債償還額 水道施設の整備、拡充等のために借り入れた企業債の元金
償還

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

13,897,060,366円

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 601,154 0 601,154 0 0

643,464 0

07当初予算 592,000 0 592,000 0 0 592,000 0

06決算 643,464 0 643,464 0 0

601,154 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

570,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 570,000 0 570,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

企業債償還金 企業債の元金償還
(592,000)

企業債償還金 企業債の元金償還 570,000
601,154

合計
(592,000)

合計 570,000
601,154

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

643,464,040円 601,154,218円 570,000,000円

企業債借入額 水道施設の整備、拡充等のための新規借入 1,436,200,000円 3,038,800,000円 3,881,700,000円

未償還残高 企業債の残高 8,147,714,584円 10,585,360,366円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-020 事務事業名 企業債償還金

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 255.8　以下

企業債債務
償還可能年数

独立採算原則に基づく経営による償還原資の確
保の観点から、企業単体での債務償還能力を表
す指標。｛実質債務残高÷基準外繰入前償還
キャッシュ（直近３年平均）｝ 6 9

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

企業債残高
対給水収益比率

給水収益(税抜)に対する企業債残高の割合で、
企業債残高の規模を表す指標。（企業債現在高
合計÷給水収益）×100 162.6 211.0 277.3

令和8年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

17

令和8年度 年 30　以下

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　水道事業経営戦略や水道事業中期経営計画における方針に則り、今後多額の経費が見込まれる水道施設の更新やその時期に関し、
その財源として企業債の計画的な借り入れ及び償還を行うことで、経営の健全性と安定性を確保する。



-
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
予備費（資本勘定）

新規/継続 継続事業 整理番号 上水道 021
分割/統合

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 予備費 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行令、明石市水道事業会計
規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 予備費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予定外の要因により発生又は予算超過する資本的支出に対し、準備しておくためのもの。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

８年度

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

予備費

活動名
活動内容

（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績 活動見込み

６年度 ７年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○ ○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 5,000 0 5,000 0 0 5,000 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

5,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 5,000 0 5,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

予備費 資本的収支予算の予備費
(5,000)

予備費 資本的収支予算の予備費 5,000
0

合計
(5,000)

合計 5,000
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

0円 0円 5,000,000円



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 上水道-021 事務事業名 予備費（資本勘定）

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　引き続き、必要に応じて適正に実施していく。



-

5

○

活動見込み

合計
(510,000)

合計
493,022

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

出資金
阪神水道企業団への加入負担
金（出資金相当額）

(510,000)

493,022

08当初予算

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

再任用 その他

正規 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

任期付 合計

07決算 493,022 0 493,022 0 0

0 0

07当初予算 510,000 0 510,000 0 0 510,000 0

06決算 0 0 0 0 0

493,022 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

８年度

出資金 阪神水道企業団への加入負担金（令和6年度、令和7年度）の
うち、出資金相当額

512,000,000円 493,021,734円

活動名
６年度 ７年度

活動内容
（○○するために、□□に対し、△△する）

活動実績

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
阪神水道企業団からの新規受水に伴い、企業団の水道施設を利用するために企業団に支払う加入負担金（令和６年度、令
和７年度）のうち、これまで各構成市からの出資金により整備してきた部分について、本市の受水量按分で加入負担金を負
担する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

水道法、水道法施行令、明石市水道条例、明石
市水道条例施行規程ほか

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-7 安全安心な水の安定供給
実施方法

直営

目 出資金 自治/法定 自治事務 開始年度 令和

関
連
予
算
科
目

事業所管課 上下水道局水道経営課

項 出資金 連絡先 078-918-5064

事業の分割/
統合の内容会計 水道事業会計

款 資本的支出

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
出資金

新規/継続 R7休廃止 整理番号 上水道 022
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等

令和７年度限りで休廃止

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

令和７年度限りで休廃止

整理番号 上水道-022 事務事業名 出資金

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

令和８年度 事務事業点検シート



-

34

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
管渠費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 001
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道管理課

項 営業費用 連絡先 (078)934-9623

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

下水道法、明石市下水道条例等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 管渠費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
管渠等に起因する道
路陥没事故発生件数

管渠等の点検、補修、改築を計画的に行うことで施設の
安全性を確保し、陥没事故を未然に防止する。

令和８年度 件 0

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
生活環境の維持と水質保全のため、管渠等の下水道施設を常に良好な状態で使用できるよう適正な維持管理を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

管渠等に起因する溢
水事故発生件数

管渠等の詰りに起因する溢水事故を点検、清掃により
未然に防止する。

令和８年度 件 0

①管渠等の安全性の確保（蓋の取替等）
　調査・点検により管渠等の下水道施設の安全性を確保する。（人孔蓋取替等件数：令和６年度107件、令和７年度225件、令和８年度200
件(予定)）
②管渠等の機能保全（施設の清掃）
　定期点検の結果や市民からの情報提供を受け、管渠等の清掃を行い浸水や溢水の防除に努める。（浚渫汚泥処分量：令和６年度67ｔ、
令和７年度99ｔ、令和８年度200t(予定)）
③下水道台帳の整備
　電子化した下水道台帳システムにより管渠情報を一元化し、施設管理を効率的に行う。また、業者や市民の台帳利用については、市
ホームページでの閲覧と窓口におけるタッチパネルシステムでの運用を行う。（管渠データ更新延長：令和６年度６km、令和７年度６km、令
和８年度６km(予定)）

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 170,859 89,038 259,897 0 0

165,560 96,326

07当初予算 225,508 86,090 311,598 0 0 212,848 98,750

06決算 180,159 81,727 261,886 0 0

176,941 82,956 再任用 0.00 その他 2.00

正規 10.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

192,763 126,436 任期付 2.00 合計 14.0008当初予算 225,789 93,410 319,199 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料 汚泥処分委託ほか
(16,558)

材料費
12,245

材料費 人孔鉄蓋
(20,000)

委託料

管渠維持光熱水費
(1,780)

光熱水費 管渠維持光熱水費 1,798
1,123

修繕費 管渠修繕ほか
(178,520)

修繕費 管渠修繕ほか 178,720
145,809

人孔鉄蓋 20,000

汚泥処分委託ほか

合計
(225,508)

合計 225,789
170,859

その他 保険料ほか
(7,264)

その他 手数料ほか 3,983
2,605

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

19,902
7,994

賃借料 コピー機借上料ほか
(1,386)

賃借料 コピー機借上料ほか 1,386
1,083

光熱水費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-001 事務事業名 管渠費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

件 0

管渠等に起因する溢水
事故発生件数

管渠等の詰りに起因する溢水事故を点検、清掃
により未然に防止する。

2 0

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

管渠等に起因する道路
陥没事故発生件数

管渠等の点検、補修、改築を計画的に行うことで
施設の安全性を確保し、陥没事故を未然に防止
する。 0 0 0

令和８年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

0

令和８年度 件 0

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　令和７年度末の管渠延長は約1,159㎞であり、今後は既存ストックの老朽化の進行が見込まれるため、事故発生や機能停止を未然に防
止し、計画的な点検・調査及び修繕を行うことにより、機能確保とライフサイクルコストの低減を図っていく。



-

52

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
ポンプ場費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 002
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道施設課

項 営業費用 連絡先 (078)934-3425

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

下水道法、明石市下水道条例、環境基本法、
水質汚濁防止法、電気事業法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 ポンプ場費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民が快適に生活できるように、安全かつ迅速な浄化センターへの汚水圧送と一部地域で雨水排除を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①汚水圧送量（晴天日平均）
　令和６年度 実 績 (㎥) 【朝霧】7,379　【林】4,819  【藤江】3,700　【谷八木】94　【江井島】1,958　【西岡】14,181
　令和７年度 実 績 (㎥) 【朝霧】7,256　【林】4,481  【藤江】3,435　【谷八木】95　【江井島】2,075　【西岡】14,701
　令和８年度 予 定 (㎥) 【朝霧】7,500　【林】5,000  【藤江】4,800　【谷八木】95　【江井島】2,028　【西岡】14,000
②雨水排除量（年間排除量）
　令和６年度 実 績 (㎥)　【林】120,120　【谷八木】7,896  【西岡】81,580
　令和７年度 実 績 (㎥)　【林】62,172　  【谷八木】6,374  【西岡】30,700
　令和８年度 予 定 (㎥)　【林】100,000　【谷八木】8,000  【西岡】90,000
③点検業務
　日常点検(毎日)、受電点検(月一回)、計装設備点検(年一回)、消防設備点検(年二回)、 受変電直流自家発点検(年一回)
④マニュアル類
　危機管理マニュアルに沿った大雨対応訓練の実施(年一回)

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 176,619 0 176,619 0 0

127,532 26,323

07当初予算 210,320 0 210,320 0 0 190,570 19,750

06決算 153,855 0 153,855 0 0

156,660 19,959 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

180,785 34,552 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 215,337 0 215,337 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

動力費 ポンプ場施設の動力費
(85,507)

動力費
60,582

委託料 運転管理業務委託ほか
(32,767)

委託料

ポンプ場施設の光熱水費
(1,945)

光熱水費 ポンプ場施設の光熱水費 1,236
988

修繕費 ポンプ場施設修繕
(89,400)

修繕費 ポンプ場施設修繕 92,400
85,167

ポンプ場施設の動力費 85,507

運転管理業務委託ほか

合計
(210,320)

合計 215,337
176,619

その他 通信運搬費ほか
(266)

その他 通信運搬費ほか 686
228

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

35,073
29,213

備消品費 機械器具消耗品ほか
(435)

備消品費 機械器具消耗品ほか 435
441

光熱水費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-002 事務事業名 ポンプ場費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　機器の老朽化が進むことから、施設の長寿命化を図るとともに、日常の点検やメンテナンス業務委託等を行い、十分な機能を発揮できる
状態に維持していく。
　市民の快適な暮らしに欠かせない下水道サービスを持続的、安定的に提供するため、今後も維持管理の最適化に取り組んでいく。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
処理場費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 003
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道施設課

項 営業費用 連絡先 (078)934-3425

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

下水道法、明石市下水道条例、環境基本法、水
質汚濁防止法、電気事業法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 処理場費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市民が快適に生活できるように、安全かつ安定した汚水処理と一部地域で雨水排除を行う。
各浄化センターの汚水処理については、水質基準を維持しながら、豊かな海づくりに寄与していく。
公共下水道に接続する事業場等に対して、常に排除基準以下の水質で排水するよう指導を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

【水質指導業務】
①下水道法に基づく特定事業場等の排除基準遵守状況の確認及び排除基準超過事業場への指導
②下水道法及び明石市下水道条例に基づく特定施設、除害施設等の届出受理、審査及び指導事務
③下水道法第21条に基づく水質検査として行う流入水と放流水の精密検査及び評価
④水処理工程の状況把握のための工程調査、通日調査、統計処理及び評価
⑤その他、事故や流入異常等に対する各種水質調査

【浄化センター維持管理業務】
①汚水処理量（晴天日平均）
　令和６年度 実 績 (㎥) 【朝霧】8,538　【船上】26,750　【大久保】27,577　【二見】38,533
　令和７年度 実 績 (㎥) 【朝霧】8,520　【船上】25,616　【大久保】27,621　【二見】38,462
　令和８年度 予 定 (㎥) 【朝霧】8,400　【船上】26,500　【大久保】27,300　【二見】38,100
②汚泥焼却量（日平均）
　令和６年度 実 績 (kg) 【二見】66,537
　令和７年度 実 績 (kg) 【二見】64,084
　令和８年度 予 定 (kg) 【二見】66,000
③点検業務：日常点検(毎日)、計装設備点検(年一回)、消防設備点検(年二回)、受変電直流自家発点検(年一回)
④運転管理：豊かな海づくりのための栄養塩管理運転の実施
⑤マニュアル類：危機管理マニュアルに基づく大雨対応訓練の実施(年一回)
⑥施設見学会の実施

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 1,884,347 241,924 2,126,271 0 0

1,667,438 264,259

07当初予算 2,114,952 224,790 2,339,742 0 0 2,001,992 337,750

06決算 1,716,738 214,959 1,931,697 0 0

1,859,007 267,264 再任用 2.00 その他 3.00

正規 24.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

2,031,086 305,763 任期付 3.00 合計 32.0008当初予算 2,088,789 248,060 2,336,849 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

動力費 終末処理場施設の動力費
(658,485)

動力費
508,564

修繕費 終末処理場施設修繕
(488,790)

修繕費

汚泥処分手数料ほか
(12,434)

手数料 汚泥処分手数料ほか 12,434
11,747

委託料 運転管理業務委託ほか
(930,944)

委託料 運転管理業務委託ほか 893,994
891,257

終末処理場施設の動力費 658,485

終末処理場施設修繕

合計
(2,114,952)

合計 2,088,789
1,884,347

その他 光熱水費ほか
(13,641)

その他 光熱水費ほか 14,078
10,545

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

498,940
451,875

備消品費 機械器具消耗品ほか
(10,658)

備消品費 機械器具消耗品ほか 10,858
10,359

手数料



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-003 事務事業名 処理場費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　下水道法に基づく特定事業場等への規制業務については、下水処理場で処理が不可能な物質の流入を防止する上で重要であることか
ら、引き続き適正な実施に努める。
　各浄化センターの維持管理事業については、機器の老朽化が進むことから、施設の長寿命化を図るとともに、日常の点検やメンテナンス
業務委託等を行い、十分な機能を発揮できる状態に維持していく。また、近年、全国各地で浸水被害が発生しているゲリラ豪雨への対応
にも留意しながら、市民の快適な暮らしに欠かせない下水道を持続的、安定的に提供するため、今後も維持管理の最適化に取り組んでい
く。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
水洗普及費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 004
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道整備課

項 営業費用 連絡先 (078)934-9624

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

下水道法、明石市下水道条例、明石市水洗便所改造資金等助
成規程、明石市下水道排水設備指定工事店規程、東播都市計
画事業明石市下水道事業受益者負担に関する条例等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 水洗普及費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

水洗化率 水洗化人口/供用開始区域内人口×100 令和11年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
生活環境の改善による快適な住環境を実現するため、公共下水道に接続しようとする者に対して助成金の交付等を行うこと
で、水洗化の促進を図り快適な住環境整備を目指す。
土地所有者等が公共下水道の整備費用の一部として土地の面積に応じて負担する受益者負担金の適正な収納を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

【下水道の切替工事】
①供用開始区域内の未水洗家屋に対する下水道切替の勧奨等を行う。
②排水設備の新設等における計画の確認及び検査を行う。
③下水道本管へ接続する取付管の設置位置の確認を行う。
④私道における公共下水道の布設制度の周知を行う。

【助成金事務事業】
公共下水道の供用開始から３年以内に、くみ取り便所又は浄化槽を廃止して公共下水道に接続しようとするものに対し、助成金を交付す
る。（くみ取り1万円/個、浄化槽1万～50万円/基（槽の規模により異なる。））

【排水設備指定工事店等】
①指定工事店の指定及び更新等を行う。
②責任技術者の登録及び更新等を行う。
③指定工事店及び排水設備責任技術者への指導を行う。

【受益者負担金】
①下水道管布設計画に伴う受益者の認定及び受益者の決定を行う。
②賦課、調定及び収納業務並びに滞納者に対する納付指導及び徴収業務を行う。
③減免及び徴収猶予申請についての調査等並びに猶予地解除に伴う賦課台帳更正、調定及び請求等の事務を行う。
④受益者負担金管理システムによる賦課、猶予及び収納の管理を行う。
⑤法務局への調査及び資産税課との連絡調整を行う。

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 20,638 57,188 77,826 0 0

23,785 23,785

07当初予算 24,122 50,100 74,222 0 0 53,222 21,000

06決算 16,751 30,819 47,570 0 0

38,913 38,913 再任用 1.00 その他 2.00

正規 3.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

62,959 21,000 任期付 4.00 合計 10.0008当初予算 23,749 60,210 83,959 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金
受益者負担金システム利用負担
金

(3,957)
負担金

3,957

報償費 受益者負担金一括納付報奨金
(1,000)

助成金

庁舎建物使用料ほか
(215)

報償費 受益者負担金一括納付報奨金 500
183

委託料
排水設備工事完了検査業務委
託ほか

(16,400)
委託料

排水設備工事完了検査業務委
託ほか

16,708
15,581

受益者負担金システム利用負担
金

3,957

水洗便所改造資金等助成金

合計
(24,122)

合計 23,749
20,638

その他 印刷製本費ほか
(2,456)

その他 賃借料ほか 824
415

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

1,360
352

被服費 作業服ほか
(94)

備消品費 事務用消耗品ほか 400
150

賃借料



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-004 事務事業名 水洗普及費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

水洗化率
水洗化人口/供用開始区域内人口×100

99.1 99.1 99.1

令和11年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　公共下水道（汚水）の普及率はほぼ100％に達し、残された未水洗家屋は水洗化の実現が困難な環境下にあることから、個々の状況を
踏まえた事業を展開する。
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
業務費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 005
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室営業課

項 営業費用 連絡先 (078)918-5084

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

都市計画法、下水道法、明石市下水道条例等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 業務費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値

現年度収納率 収入額÷調定額（現年度分） 令和8年度 ％ 90.2

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公共下水道を利用する者から使用料を徴収して下水道事業における財源を確保し、健全な経営を目指す。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

過年度収納率 収入額÷調定額（滞納繰越分） 令和8年度 ％ 98.4

【下水道使用料】
①賦課、調定及び収納業務並びに滞納者に対する納付指導及び徴収業務を行う。
②排除汚水（井戸水、工業用水等）の使用者の調査並びに排除汚水量の認定及び収納を行う。
③排除汚水認定事業所等の立ち入り検査、配管設備及び量水器の確認、申告等に関する説明又は指導を行う。
④減免対象者（独居老人、災害による被災者等）の調査及び認定を行う。
⑤財政計画の進捗状況に関する調査及び分析を行う。

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 159,763 0 159,763 0 0

144,649 40,208

07当初予算 173,288 0 173,288 0 0 134,288 39,000

06決算 151,655 33,202 184,857 0 0

119,149 40,614 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

123,110 39,000 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 162,110 0 162,110 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

貸倒引当金繰
入額

貸倒引当金として計上するため
の繰入額

(3,000) 貸倒引当金繰
入額1,815

研修費 下水道協会研修ほか
(63)

手数料

下水道展ほか
(14)

13

負担金
下水道使用料徴収事務負担金
ほか

(170,090)
負担金

下水道使用料徴収事務負担金
ほか

159,090
157,908

貸倒引当金として計上するため
の繰入額

3,000

金融機関への預金照会手数料

合計
(173,288)

合計 162,110
159,763

その他 使用料帳票印刷ほか
(45)

0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

20
27

被服費 作業服ほか
(76)

0

旅費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-005 事務事業名 業務費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 90.2

過年度収納率
収入額÷調定額（滞納繰越分）

98.3 98.4

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

現年度収納率
収入額÷調定額（現年度分）

90.1 89.8 90.2

令和8年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

98.4

令和8年度 ％ 98.4

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
【下水道使用料】
　下水道事業の主たる収入である下水道使用料は、水道料金と併せた収納委託などの徴収の効率化を図り、収納率を高水準で維持して
いる。
　一方で、一般家庭の件数増加はあるものの、節水機器の普及等により一般家庭からの排水量は横這い傾向であり、企業・工場等の大
口使用者の排水量は世界情勢の不安定化等からの物価高騰の影響と節水傾向により若干の減少を見込んでいる。
　今後も健全な経営を持続するため、未収使用料の徴収強化等に努めることにより、安定的な収納を実現していく。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
総係費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 006
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 営業費用 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 総係費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値

経常収支比率
使用料等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄
えているかを表す指標　　　　経常収益／経常費用×100

令和15年度 ％ 100.1

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図り、長期的に安定した下水道事業運営を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①下水道事業の予算決算及び出納事務
②国庫補助金及び地方債等の投資財源の確保
③日本下水道事業団等の下水道事業に関連する各種講習会や研修会への参加
④日本下水道協会、兵庫県下水道協会及び下水道研究会議等への加盟
⑤下水道事業の広報の検討、実施
　【内容】
　令和６年度　広報委員会の開催、下水道週間作品展・施設見学会・夏休み親子見学会の実施
　　　　　　　　　「マンホールサミットinとやま」での広報活動（デザインマンホールの貸し出し9/4～11/6）
　　　　　　　　　マンホールカード配布4,649枚(実績)
　令和７年度　「下水道展’25大阪」での広報活動
　　　　　　　　　マンホールカード配布6,537枚（実績）
　令和８年度　マンホールカード配布6,000枚（予定）
⑥下水道事業職員定期健康診断等の費用負担
　【内容】
　令和６年度　安全衛生委員会開催（12回）、産業医職場巡視実施、職員定期健康診断（7月）
　令和７年度　職員定期健康診断等の費用負担
　令和８年度　職員定期健康診断等の費用負担

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 48,180 127,230 175,410 0 0

110,297 19,449

07当初予算 51,289 133,120 184,409 0 0 160,159 24,250

06決算 12,143 117,603 129,746 0 0

154,196 21,214 再任用 0.00 その他 0.00

正規 7.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1.00

159,109 22,749 任期付 4.00 合計 12.0008当初予算 47,068 134,790 181,858 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料 集配金業務委託ほか
(3,740)

賃借料
3,740

賃借料
公営企業会計システム利用料ほ
か

(2,745)
厚生福利費

職員厚生費
(1,864)

委託料 集配金業務委託ほか 1,320
1,532

負担金 公営企業管理者等経費負担金
(37,508)

負担金 公営企業管理者等経費負担金 35,249
36,323

公営企業会計システム利用料ほ
か

3,199

職員厚生費

合計
(51,289)

合計 47,068
48,180

その他 備消品費ほか
(4,414)

その他 備消品費ほか 4,304
2,854

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

1,981
2,715

会費負担金 日本下水道協会会費ほか
(1,018)

会費負担金 日本下水道協会会費ほか 1,015
1,016

厚生福利費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-006 事務事業名 総係費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100.1

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

経常収支比率

使用料等の収益で、維持管理費や支払利息等の
費用をどの程度賄えているかを表す指標
経常収益／経常費用×100 114.37 109.70 105.65%

令和15年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　下水道事業においては、営業損失の計上が続くなか、保有する資産の老朽化や使用料収入の減少等により、経営環境は厳しさを増して
いる。下水道事業は住民の日常生活に欠くことのできない重要な役割を担っており、将来にわたりサービスの提供を安定的に継続するた
め、「明石市公共下水道事業経営戦略」に基づき、中長期的な経営を行う。



-
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○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
減価償却費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 007
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 営業費用 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 減価償却費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
下水道事業が所有する固定資産について、地方公営企業法施行規則に従い、減価償却費を正確に費用計上する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

有形固定資産減価償却費
　下水道事業が所有する有形固定資産の減価償却
　令和６年度決算　　　 4,045,560,171円
　令和７年度決算　　　 3,872,850,335円
　令和８年度予算　　　 4,010,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 3,872,850 0 3,872,850 0 0

2,964,677 1,080,883

07当初予算 4,100,000 0 4,100,000 0 0 2,934,000 1,166,000

06決算 4,045,560 0 4,045,560 0 0

2,784,556 1,088,294 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

2,810,000 1,200,000 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 4,010,000 0 4,010,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

有形固定資産
減価償却費

下水道事業用資産の年間法定
償却額

(4,100,000) 有形固定資産
減価償却費

下水道事業用資産の年間法定
償却額

4,010,000
3,872,850

合計
(4,100,000)

合計 4,010,000
3,872,850

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-007 事務事業名 減価償却費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後更新される固定資産に係る減価償却費は増加するが、過去に建設された資産に係る減価償却費が減少することにより、全体では微
減の見込である。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
資産減耗費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 008
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 営業費用 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 資産減耗費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
固定資産除却を行い適正な資産の管理を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

固定資産除却費
　固定資産の廃棄・撤去処分により発生する除却費(未償却額及び残存価額）の費用計上
　令和６年度決算          4,006,509円
　令和７年度決算　　 　 82,141,849円
　令和８年度予算　　 　216,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 82,142 0 82,142 0 0

4,007 0

07当初予算 164,000 0 164,000 0 0 164,000 0

06決算 4,007 0 4,007 0 0

82,142 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

216,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 216,000 0 216,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

固定資産除却
費

固定資産の除却費
(164,000) 固定資産除却

費
固定資産の除却費 216,000

82,142

合計
(164,000)

合計 216,000
82,142

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-008 事務事業名 資産減耗費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　不要となった固定資産を廃棄処分し、経済活動に則した資産管理を行う。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
支払利息及び企業債取扱諸費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 009
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 営業外費用 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 支払利息及び企業債取扱諸費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
後年度負担の必要性などを鑑み、投資計画を精査することによって借入額を抑制し、費用の逓減を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

企業債利息
　起債借入先に対して、半年毎に償還表に基づき、利子の償還を行う。
　令和６年度決算   　　 481,675,017円
　令和７年度決算　　　　429,157,370円
　令和８年度予算　　　　446,460,000円

借入金支払利息
　運転資金が不足し、一時借入金の借入を行った場合、約定に基づき利子の支払いを行う。
　令和６年度決算　 　  　   　　 　   0円
　令和７年度決算　　　　　　　　　　 0円
　令和８年度予算　　　　  11,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 429,157 0 429,157 0 0

230,767 250,908

07当初予算 480,923 0 480,923 0 0 181,423 299,500

06決算 481,675 0 481,675 0 0

201,964 227,193 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

185,960 271,500 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 457,460 0 457,460 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

借入金利息 借入金の支払利息
(10,000)

借入金利息
0

企業債利息 企業債の支払利息
(470,923)

企業債利息 企業債の支払利息 446,460
429,157

借入金の支払利息 11,000

合計
(480,923)

合計 457,460
429,157

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-009 事務事業名 支払利息及び企業債取扱諸費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　支払利息については企業債の償還により減少の見込みである。



-

元

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
消費税及び地方消費税

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 010
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 営業外費用 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

消費税法、消費税法施行令、消費税法施行規
則等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 消費税及び地方消費税、長期前払消費税償却 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
消費税及び地方消費税を適正に納税する。また、資産に係る控除対象外消費税額の償却を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

消費税及び地方消費税
　令和６年度決算   　   210,394,300円
　令和７年度決算　　　　185,401,000円
　令和８年度予算　  　　290,000,000円

長期前払消費税償却
　令和６年度決算   　    22,540,978円
　令和７年度決算　　　 　24,245,433円
　令和８年度予算　 　　　30,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 209,646 0 209,646 0 0

232,935 0

07当初予算 320,000 0 320,000 0 0 320,000 0

06決算 232,935 0 232,935 0 0

209,646 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

320,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 320,000 0 320,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

長期前払消費
税償却

資産に係る控除対象外消費税
額の償却額

(30,000) 長期前払消費
税償却24,245

消費税及び地
方消費税

下水道事業に係る消費税及び
地方消費税

(290,000) 消費税及び地
方消費税

下水道事業に係る消費税及び
地方消費税

290,000
185,401

資産に係る控除対象外消費税
額の償却額

30,000

合計
(320,000)

合計 320,000
209,646

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-010 事務事業名 消費税及び地方消費税

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　法令に基づき適正な会計処理と納税を行う。



-

7

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
治水費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 011
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道管理課

項 営業外費用 連絡先 (078)934-9628

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 神明（明石川等）地域総合治水推進計画・明石市総合浸水対策計画 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

河川法、明石市法定外公共物管理条例等

施策分野
4 生活・環境分野

4-1 防災・生活安全対策の推進
実施方法

直営

目 治水費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 令和

関
連
予
算
科
目

目標値
水路維持補修・浚渫

工事箇所件数
既設水路の機能回復を図るために行う維持補修及び浚
渫工事の件数

令和８年度 件 200

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市街化区域内の水路の排水機能確保と二級河川の雑草除去等（県からの委託）を行い、環境美化と都市環境の保全を図
る。
※明石市公営企業管理者委任規則に基づく明石市長からの受託事務

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

河川区域雑草等
除去面積

二級河川区域の塵芥・雑草等を除去する面積 令和８年度 ㎡ 116,920

【水路維持補修・浚渫工事等】
①市街化区域の水路（延長約360km）の補修・清掃等
②悪臭の原因となるゴミの除去や流水を阻害している土砂等の浚渫
③地元自治会・水利組合等からの要望等（年間約200件）に対する水路改修
④梅雨・台風等の降雨予想時の市内スクリーン事前清掃
⑤令和７年度　水路スライドゲート機器製作工事
　 令和８年度　大久保町西島大歳排水路工事ほか

【県管理河川環境整備業務】
二級河川（朝霧川･伊川･明石川･谷八木川･赤根川･瀬戸川･清水川）の河川敷きの草刈及び塵芥処分（概ね年２回程度実施）
　令和６年度 実 績  115,548㎡
　令和７年度 実 績　110,340㎡
　令和８年度 予 定  116,920㎡

【関連団体への加盟】
兵庫県治水・防災協会及び播磨高潮対策事業促進期成同盟

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 95,065 28,749 123,814 0 0

0 0

07当初予算 132,549 27,700 160,249 0 0 160,249 0

06決算 0 0 0 0 0

123,814 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 3.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

158,699 0 任期付 0.00 合計 3.0008当初予算 129,669 29,030 158,699 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料 県管理河川環境整備委託ほか
(20,500)

工事請負費
19,645

工事請負費 水路整備工事
(35,000)

委託料

移転補償費
(2,960)

備消品費 事務用消耗品ほか 157
1,334

修繕費 水路維持補修ほか
(73,400)

修繕費 水路維持補修ほか 73,400
72,052

水路整備工事 35,000

県管理河川環境整備委託ほか

合計
(132,549)

合計 129,669
95,065

その他 光熱水費ほか
(564)

その他 光熱水費ほか 482
291

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

20,500
1,620

会費負担金 兵庫県治水・防災協会会費ほか
(125)

旅費 普通旅費 130
123

補償費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-011 事務事業名 治水費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

件 200

河川区域雑草等
除去面積

二級河川区域の塵芥・雑草等を除去する面積
115,548 110,340

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

水路維持補修・浚渫
工事箇所件数

既設水路の機能回復を図るために行う維持補修
及び浚渫工事の件数

208 198 200

令和８年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

116,920

令和８年度 ㎡ 116,920

指標で表せない成果
　市民からの要望・苦情等に対する迅速な対応

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後も適切な水路施設の維持・補修を行い、利水及び排水機能の維持に努める。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
雑支出

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 012
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 営業外費用 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

消費税法、消費税法施行令、消費税法施行規
則等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 雑支出 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
資本的収入・支出に係る消費税調整額を計上する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

控除対象外消費税等
　非課税売上げに対応する資本的支出等の課税仕入に係る控除できない消費税及び地方消費税額等
　令和６年度決算　　　 　　205,433円
　令和７年度決算　　　 　　299,995円
　令和８年度予算　　　 　　500,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 300 0 300 0 0

205 0

07当初予算 500 0 500 0 0 500 0

06決算 205 0 205 0 0

300 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

500 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 500 0 500 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

その他雑支出 控除対象外消費税
(500)

その他雑支出 控除対象外消費税 500
300

合計
(500)

合計 500
300

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-012 事務事業名 雑支出

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　地方公営企業法及び消費税法等の法令に基づき適正な会計処理と納税を行う。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
過年度損益修正損

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 013
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課、営業課

項 特別損失 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 過年度損益修正損 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
当年度の経常的費用から除外すべき費用として前年度以前の損益の修正を行い、適正な特別損失を計上する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

過年度損益修正損
　過年度下水道使用料の減額更正等
　令和６年度決算　　　　2,454,357円
　令和７年度決算　　　　6,431,003円
　令和８年度予算　　　　7,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 6,431 0 6,431 0 0

2,454 0

07当初予算 7,000 0 7,000 0 0 7,000 0

06決算 2,454 0 2,454 0 0

6,431 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

7,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 7,000 0 7,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

過年度損益修
正損

過年度下水道使用料等の調定
減額

(7,000) 過年度損益修
正損

過年度下水道使用料等の調定
減額

7,000
6,431

合計
(7,000)

合計 7,000
6,431

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-013 事務事業名 過年度損益修正損

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　過年度分の過誤による下水道使用料及び除却資産等を当年度の経常的な損益計算に算入することなく特別な費用に区分し適正な経理
を行う。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
予備費（損益勘定）

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 014
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 予備費 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 下水道事業費用

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行令

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 予備費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予定外の収益的支出又は予算を超過した収益的支出に充てる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

予備費
　令和６年度決算　 　  　　　　　　0円
　令和７年度決算　　　　 　　　　　0円
　令和８年度予算　　 　　5,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 5,000 0 5,000 0 0 5,000 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

5,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 5,000 0 5,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

予備費 収益的収支予算の予定外支出
(5,000)

予備費 収益的収支予算の予定外支出 5,000
0

合計
(5,000)

合計 5,000
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-014 事務事業名 予備費（損益勘定）

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　引き続き、必要に応じて適正に実施していく。



-

34

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
管渠整備費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 015
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道整備課、下水道管理課

項 建設改良費 連絡先 (078)934-9629

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

都市計画法、下水道法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 管渠整備費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
下水道処理人口普及

率
行政人口に対する処理区域内人口の割合 令和11年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公共下水道事業計画に位置付けられた管渠を整備し生活環境の改善と浸水被害の軽減等に取り組むとともに、明石市公共
下水道ストックマネジメント計画に基づく点検調査・改築工事を実施し既存施設の予防保全を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

都市浸水対策達成率
下水道計画区域面積に対する雨水管整備済み区域の
割合

令和11年度 ％ 53

①汚水未普及地区での面整備、水洗化の実施
　令和６年度　 (工事）松陰新田川東汚水管布設工事ほか
　令和７年度　 (工事）松陰新田一番丁場汚水管布設工事ほか
　令和８年度　 (工事）大窪東浄坊汚水管布設工事ほか
②浸水対策事業の実施
　令和６年度　 （工事）山下町（６工区）雨水管布設工事ほか
　　　　　　　　　 （委託）福里藤原雨水管基本設計業務委託
　令和７年度　 （工事）西明石町５丁目雨水管布設工事ほか
　　　　　　　　　 （委託）福里藤原雨水管実施設計業務委託ほか
　令和８年度　 （工事）瀬戸第４号雨水幹線布設工事ほか
　　　　　　　　　 （委託）西島居屋敷ほか雨水管実施設計業務委託
③管渠更生事業の実施
　令和６年度   （工事）南二見(２工区)管渠工事ほか
　　　　　　　　　 （委託）下水道管渠点検調査(その５）業務委託ほか
　令和７年度   （工事）大蔵海岸通２丁目管渠工事ほか
　　　　　　　　　 （委託）下水道管渠点検調査(その７）業務委託ほか
　令和８年度　 （工事）材木町管渠工事ほか
　　　　　　　　　 （委託）下水道管渠点検調査(その10）業務委託ほか
④各戸への新設取付管布設事業の実施
※令和７年度決算額は前年度からの繰越297,670千円を含む。

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 440,315 31,642 471,957 78,149 231,700

121,015 0

07当初予算 762,393 38,020 800,413 139,250 484,600 176,563 0

06決算 390,486 34,148 424,634 57,819 245,800

162,108 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 5.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

178,945 0 任期付 0.00 合計 5.0008当初予算 1,016,225 36,020 1,052,245 126,900 746,400

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料 調査点検業務委託ほか
(206,800)

委託料
161,842

負担金 積算システム負担金
(797)

補償費

事務用消耗品ほか
(655)

負担金 積算システム負担金 788
519

工事請負費
雨水管整備工事、汚水管整備工
事ほか

(502,067)
工事請負費

雨水管整備工事、汚水管整備工
事ほか

796,496
276,445

調査点検業務委託ほか 166,800

移転補償費

合計
(762,393)

合計 1,016,225
440,315

その他 賃借料ほか
(51,450)

その他 賃借料ほか 1,541
550

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

50,000
618

研修費 職員研修費
(624)

備消品費 事務用消耗品ほか 600
341

備消品費



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-015 事務事業名 管渠整備費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100

都市浸水対策達成率

下水道計画区域面積に対する雨水管整備済み
区域の割合

53.4 53.4

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

下水道処理人口普及率
行政人口に対する処理区域内人口の割合

99.7 99.7 99.7

令和11年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

53.4

令和11年度 ％ 53

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　未水洗地区の解消を進めるとともに計画的な浸水対策事業を実施する。また、明石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づく施設
の改築更新を進め、既存ストックの延命化を図る。



-

49

〇

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
ポンプ場整備費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 016
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道施設課

項 建設改良費 連絡先 (078)934-3425

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

下水道法、環境基本法、
水質汚濁防止法、電気事業法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 ポンプ場整備費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
突発故障による緊急

対応工事の件数
重要な施設の突発故障により緊急対応を要した件数 令和８年度 件 0

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
各ポンプ場の施設機能を、将来に渡り持続可能な都市基盤として整備し、良好な状態に保つ。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

明石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化したポンプ場施設の計画的な改築更新を行う。
　令和７年度
　　（工事）林ポンプ場監視制御設備工事ほか
　　（委託）西岡ポンプ場受変電設備ほか実施設計業務委託ほか
　令和８年度
　　（工事）林ポンプ場自家発電設備工事
　　（委託）林ポンプ場スクリーンかす設備実施設計業務委託ほか

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 79,134 0 79,134 19,140 37,400

0 0

07当初予算 372,091 0 372,091 138,500 233,500 91 0

06決算 0 0 0 0 0

22,594 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

91 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 70,091 0 70,091 35,000 35,000

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

工事請負費 ポンプ場施設整備工事
(325,000)

委託料
38,060

旅費 立会検査旅費
(91)

旅費

委託料 設計委託
(47,000)

工事請負費 ポンプ場施設整備工事 50,000
41,074

設計委託 20,000

立会検査旅費

合計
(372,091)

合計 70,091
79,134

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

91
0



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-016 事務事業名 ポンプ場整備費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

件 0

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

突発故障による緊急対
応工事の件数

重要な施設の突発故障により緊急対応を要した
件数

1 1 0

令和８年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　国の交付金を活用して、明石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づく施設の改築更新を進め、既存ストックの延命化を図る。



-

43

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
処理場整備費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 017
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道施設課

項 建設改良費 連絡先 (078)934-3425

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

都市計画法、下水道法、環境基本法、
水質汚濁防止法、電気事業法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 処理場整備費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和

関
連
予
算
科
目

目標値
突発故障による緊急

対応工事の件数
重要な施設の突発故障により緊急対応を要した件数 令和８年度 件 0

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
各浄化センターの施設機能を、将来に渡り持続可能な都市基盤として整備し、良好な状態に保つ。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①明石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した施設の計画的な改築更新を行う。
　令和６年度
　　（工事）船上浄化センター監視制御設備電気工事ほか
　　（委託）二見浄化センター汚泥焼却設備実施設計業務委託ほか
　令和７年度
　　（工事）二見浄化センター汚泥焼却設備脱水汚泥貯留槽機械工事ほか
　　（委託）二見浄化センター汚泥消化タンク設備ほか実施設計業務委託ほか
　令和８年度
　　（工事）大久保浄化センター流入渠防食工事ほか
　　（委託）大久保浄化センター汚水ポンプ設備実施設計業務委託ほか
②下水道資源の有効利用を進める。
③浄化センター等の設計、積算、施工管理に要する一般管理事務を行う。
※令和７年度決算額は前年度からの繰越842,855千円を含む。

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 846,041 31,303 877,344 438,069 384,900

62,139 0

07当初予算 839,789 40,690 880,479 337,500 487,500 55,479 0

06決算 683,585 32,816 716,401 268,762 385,500

54,375 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 4.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

38,890 0 任期付 0.00 合計 4.0008当初予算 1,403,280 34,610 1,437,890 582,200 816,800

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料 設計委託ほか
(120,000)

委託料
72,525

備消品費 事務用消耗品ほか
(1,700)

備消品費

積算システム負担金
(797)

負担金 積算システム負担金 788
618

工事請負費 終末処理場施設整備工事
(715,000)

工事請負費 終末処理場施設整備工事 1,319,000
770,330

設計委託ほか 80,000

事務用消耗品ほか

合計
(839,789)

合計 1,403,280
846,041

その他 旅費ほか
(1,744)

その他 旅費ほか 1,692
935

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細

1,200
1,097

研修費 職員研修費
(548)

賃借料 コピー機借上料 600
536

負担金



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-017 事務事業名 処理場整備費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

件 0

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

突発故障による緊急対
応工事の件数

重要な施設の突発故障により緊急対応を要した
件数

1 0 0

令和８年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　国の交付金を活用して、明石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づく施設の改築更新を進め、既存ストックの延命化を図る。



-

7

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
庁舎整備費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 018
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 建設改良費 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 庁舎整備費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和

関
連
予
算
科
目

目標値

工事進捗率 年度末における庁舎建設工事の出来高 令和９年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
水道事業と下水道事業の業務一元化に向けた拠点整備を行い、水行政分野の共通課題に効率的かつ機能的に対応し、市
民の安全・安心な暮らしを確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

上下水道庁舎の建設
①概要
　場所：明石川浄水場内
　構造：RC造　２階建　延床面積1,900㎡
　令和９年度竣工予定
②下水道事業負担
　令和７年度
　　（負担金）実施設計負担金　  15,587,000円
　令和８年度
　　（工事）庁舎建設工事　  144,144,000円（工事総額482,999,000円）（予定）

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 15,587 0 15,587 0 15,500

0 0

07当初予算 35,500 0 35,500 0 35,500 0 0

06決算 0 0 0 0 0

87 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

10 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 166,410 0 166,410 0 166,400

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

工事請負費 庁舎建設工事
(18,800)

0

負担金 実施設計負担金
(16,700)

工事請負費 庁舎建設工事 166,410
15,587

合計
(35,500)

合計 166,410
15,587

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-018 事務事業名 庁舎整備費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度

％ 100

８年度見込み
目標年次 単位 目標値

工事進捗率
年度末における庁舎建設工事の出来高

－ 0.0% 29.8%

令和９年度

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　令和９年度の庁舎建設工事の竣工に向け、水道事業と連携し、計画的な進捗管理を行っていく。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
固定資産購入費

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 019
分割/統合

事業所管課 上下水道局下水道室下水道施設課、下水道管理課

項 建設改良費 連絡先 (078)934-3425

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 固定資産購入費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
下水道事業用の固定資産を購入する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

工具器具及び備品購入費
　令和６年度決算　  　　994,642円　（AED１台ほか）
　令和７年度決算　  　1,559,096円　（高圧空気容器２台ほか）
　令和８年度予算　  　2,660,000円　（電気チェーンブロック３台ほか）

車両運搬具購入費
  令和６年度決算　   10,847,690円  （天蓋装置付４ｔダンプ１台、軽自動車１台）
  令和７年度決算　   　　　　　　0円
  令和８年度予算　   　　　　　　0円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 1,559 0 1,559 0 0

11,842 0

07当初予算 1,665 0 1,665 0 0 1,665 0

06決算 11,842 0 11,842 0 0

1,559 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

2,660 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 2,660 0 2,660 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

工具器具及び
備品購入費

高圧空気容器ほか
(1,665) 工具器具及び

備品購入費
電気チェーンブロックほか 2,660

1,559

合計
(1,665)

合計 2,660
1,559

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-019 事務事業名 固定資産購入費

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　工具器具及び備品の購入については、施設と同様に老朽化が進み、計画的な更新が必要であるが、日常の適正な維持管理により、耐
用年数を超える使用も行いながら経費の削減に努める。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
企業債償還金

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 020
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 企業債償還金 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行規則等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 企業債償還金 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
下水道事業の安定的な経営を維持するために必要な資金を確保するとともに、経営基盤を強化するため、企業債残高の減
少を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

企業債償還額
　令和６年度決算　 　3,148,656,734円
　令和７年度決算 　　2,864,259,064円
　令和８年度予算　 　2,754,039,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 2,864,259 0 2,864,259 0 0

2,751,490 397,167

07当初予算 2,930,636 0 2,930,636 0 0 2,677,382 253,254

06決算 3,148,657 0 3,148,657 0 0

2,495,670 368,589 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

2,538,083 215,956 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 2,754,039 0 2,754,039 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

企業債償還金 企業債の償還元金
(2,930,636)

企業債償還金 企業債の償還元金 2,754,039
2,864,259

合計
(2,930,636)

合計 2,754,039
2,864,259

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-020 事務事業名 企業債償還金

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　今後も約定に基づき引き続き遅滞のない償還を行う。



-

8

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
投資

新規/継続 新規事業 整理番号 下水道 021
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 投資 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 投資 自治/法定 自治事務 開始年度 令和

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
下水道事業の資金を効率的に管理運用し、将来に渡って持続可能な事業運営を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

有価証券購入費
　令和８年度予算　300,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 0 0 0 0 0 0 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

300,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 300,000 0 300,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

投資有価証券 有価証券購入費 300,000

合計
(0)

合計 300,000
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-021 事務事業名 投資

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　明石市公金管理運用方針及び明石市公金管理運用基準に基づき、効率的な資産運用を行う。



-

28

○

令和８年度 事務事業点検シート

事務事業名
予備費（資本勘定）

新規/継続 継続事業 整理番号 下水道 022
分割/統合

事業所管課 上下水道局経営管理室下水道経営課

項 予備費 連絡先 (078)934-9620

事業の分割/
統合の内容会計 下水道事業会計

款 資本的支出

補助・助成 その他

個別計画 明石市公共下水道事業経営戦略 委託 指定管理

年度

事業 根拠法令
・要綱等

地方公営企業法施行令

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-6 下水道の整備
実施方法

直営

目 予備費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値
※成果指標の設定は

しない

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予定外の資本的支出又は予算を超過した資本的支出に充てる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

予備費
　令和６年度決算　　　　　　　　0円
　令和７年度決算　　　　　　　　0円
　令和８年度予算　　　5,000,000円

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○ ○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
令和８年度
人員配置(人)

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

07決算 0 0 0 0 0

0 0

07当初予算 5,000 0 5,000 0 0 5,000 0

06決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.00

正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

5,000 0 任期付 0.00 合計 0.0008当初予算 5,000 0 5,000 0 0

内容 金額
決算額

区分（節） 内容
（予算額）

令
和
８
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

予備費 資本的収支予算の予定外支出
(5,000)

予備費 資本的収支予算の予定外支出 5,000
0

合計
(5,000)

合計 5,000
0

令
和
７
年
度
当
初
予
算
・
決
算
事
業
費
明
細



令和８年度 事務事業点検シート

整理番号 下水道-022 事務事業名 予備費（資本勘定）

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

６年度 ７年度 ８年度見込み
目標年次 単位 目標値

※成果指標の設定はし
ない

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

観点（満たしていない観点に「×」）

現状の課題・今後の事業展開方針等
　引き続き、必要に応じて適正に実施していく。
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